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防火防災意識の高揚  

平成 30 年中の火災を出火経過別にみた場合に、

全体の 73.2％を失火が占めており、また、危険物施

設における火災事故の 53.4％が人的要因によって

発生している。自然災害についても、地震や風水害

発生時における避難及び二次災害の防止は、住民の

日頃の備えや災害時の適切な行動が基本となるこ

とは言うまでもない。災害に強い安全な地域社会の

構築には、国民の防火防災意識の高揚が非常に重要

となる。 

このような観点から、消防庁では、「防災とボラ

ンティア週間」（１月 15 日～21 日）、「全国火災予

防運動」（春季：３月１日～７日、秋季：11 月９日

～15日）、「危険物安全週間」（６月第２週）、「防災

週間」（８月 30 日～９月５日）、「119 番の日」（11

月９日）などの機会をとらえて、啓発活動等を行っ

ている。また、安全功労者に対して総務大臣表彰（毎

年７月上旬）を行い、防災功労者に対して消防庁長

官表彰（随時実施）を行い、特に功労が顕著な個人

又は団体について、内閣総理大臣表彰（それぞれ毎

年７月上旬、９月上旬）が行われている。 

今後とも、国民の防火防災に関する関心を喚起し、

意識の高揚を図っていく必要がある。 

１．全国火災予防運動等 

（１）全国火災予防運動 

（秋季 平成 30 年 11 月９日～11月 15 日 

 春季 平成 31 年３月１日～３月７日） 

近年、都市構造や建築構造、生活様式の変化等に

伴い、火災等の災害要因の多様化が進行している。

このような状況において、火災をはじめとする災害

の発生を未然に防止し、また、その被害を最小限に

するためには、国民の一人一人が日頃から防火防災

の重要性を深く認識するとともに、防火防災に対し

て十分な備えをすることが最も重要である。このこ

とから、消防庁では、毎年２回、春と秋に全国火災

予防運動を実施することで、国民に対し防火防災意

識の高揚及び火災予防対策の実践を呼び掛けてい

る。 

平成 30 年 11 月９日から 15 日まで実施した平成

30 年秋季全国火災予防運動は、火災が発生しやす

い時季を迎えるに当たり、火災予防思想の一層の普

及を図り、もって火災の発生を防止し、死傷事故や

財産の損失を防ぐことを目的として行われるもの

で、消防庁では「忘れてない？ サイフにスマホに

火の確認」を平成 30 年度の全国統一防火標語とし

て掲げ、各省庁、各都道府県及び関係団体の協力の

下に、「住宅防火対策の推進」、「乾燥時及び強風時

の火災発生防止対策の推進」、「放火火災防止対策の

推進」、「特定防火対象物等における防火安全対策の

徹底」、「製品火災の発生防止に向けた取組の推進」、

「多数の者が集合する催しに対する火災予防指導

等の徹底」を重点目標として、各種広報媒体を通じ

て広報活動を実施した。これと併せて、各地の消防

機関においても、予防運動の趣旨に基づき、各種イ

ベントや消防訓練の実施、住宅防火診断等様々な行

事が行われた。 

また、平成 31 年３月１日から７日まで実施した

平成 31 年春季全国火災予防運動では、秋季と同一

の全国統一防火標語の下に、秋季の重点目標に「林

野火災予防対策の推進」を加え様々な行事が実施さ

れた。 

  
火災予防運動ポスター 
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（２）文化財防火デー（１月 26 日） 

昭和 24 年（1949 年）１月 26 日の法隆寺金堂火

災を契機として、昭和 30年（1955 年）以降、消防

庁と文化庁の共同主唱により、毎年１月 26 日を「文

化財防火デー」と定め、全国的に文化財防火運動を

展開している。 

また、この日を中心として、文化財の所有者及び

管理者により、管轄する消防本部の指導の下、重要

物件の搬出、消火、通報及び避難のための訓練など

が積極的に実施され、文化財の防火・防災対策が講

じられている。 

 
文化財防火デーポスター 

（３）全国山火事予防運動（平成 31 年３月１日～

３月７日） 

全国山火事予防運動は、広く国民に山火事予防思

想の普及を図るとともに、予防活動をより効果的な

ものとするため、消防庁と林野庁が共同し、春季全

国火災予防運動と併せて同期間に実施している。 

平成 31 年の全国山火事予防運動では、「忘れない 

豊かな森と 火の怖さ」を統一標語として、ハイ

カー等の入山者、地域住民、小中学校生徒等を重点

対象とした啓発活動、駅、市町村の庁舎、登山口等

への警報旗の設置やポスター等の掲示、報道機関等

を通じた山火事予防思想の普及啓発、消防訓練の実

施や研究会の開催、地域住民、森林所有者等による

山火事予防組織と女性（婦人）防火クラブ等民間防

火組織が連携した予防活動等を通じ、林野火災の未

然防止を訴えた。 

（４）車両火災予防運動 

（平成 31年３月１日～３月７日） 

車両火災予防運動は、車両交通の関係者及び利用

者の火災予防思想の高揚を図り、もって車両火災を

予防し、安全な輸送を確保することを目的として、

消防庁と国土交通省が共同し、春季全国火災予防運

動と併せて実施している。 

平成 31 年の車両火災予防運動では、車両カバー

における防炎製品の使用を推進し、放火火災防止対

策を図るとともに、駅舎及びトンネルの防火安全対

策の徹底として、初期消火、通報及び避難などの消

防訓練の実施及び設置されている消防用設備等の

点検整備の推進を実施した。 

（５）消防記念日（３月７日） 

昭和 23 年（1948 年）３月７日に「消防組織法」

が施行され、我が国の消防は、市町村消防を原則と

する今日の「自治体消防」として誕生した。そして、

同法が施行されて２周年を迎えた昭和 25 年（1950

年）、広く消防関係職員及び住民の方々に「自らの

地域を自らの手で火災その他の災害から守る」とい

うことへの理解と認識を深めていただくため「消防

記念日」が制定された。 

消防記念日である３月７日は、例年春季全国火災

予防運動（毎年３月１日～３月７日）の最終日と

なっており、全国の消防本部等において、消防訓練、

記念式典や消防防災功労者に対する表彰など、様々

な行事が行われている。 

２．危険物安全週間 

危険物に係る火災及び流出事故の合計件数は近

年高い水準で推移しており、それらの事故原因をみ

ると、維持管理や操作確認が不十分であるなど人的

要因によるものが多くなっている。 

こうした事故を未然に防止するために、消防庁で

は、平成２年度（1990 年度）以降、毎年６月の第２

週を「危険物安全週間」とし、危険物関係事業所に

おける自主保安体制の確立を呼び掛けるとともに、

家庭や職場における危険物の取扱いに対する安全

意識の高揚及び啓発を図っている。具体的には、各

都道府県、関係団体等と協力して、推進標語の募集

や推進ポスターの作成をはじめとする広報活動を

行っているほか、危険物の安全管理の推進や危険物

の保安に功績のあった個人、団体及び事業所に対し
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表彰を行っている。 

令和元年度の危険物安全週間（６月２日～８日）

では「無事故への 構え一分の 隙も無く」を推進

標語として全国的な広報・啓発運動を展開したほか、

危険物の保安に功績があった者を表彰した。また、

各地域においては、危険物関係事業所の従業員や消

防職員を対象とした講演会や研修会が開催された

ほか、消防機関による危険物施設を対象とした立入

検査や自衛消防組織等と連携した火災等を想定し

た訓練が行われた。 

 
令和元年度危険物安全週間推進ポスター 

３．防災知識の普及啓発 

我が国は繰り返し地震や風水害等の災害に見舞

われており、いつでもどこでも大きな自然災害が生

じるおそれがある。災害による被害を最小限に食い

止めるためには、国、地方公共団体が一体となって

防災対策を推進するとともに、国民一人一人が、出

火の防止や初期消火、避難、救助、応急救護等の防

災に関する知識、技術を身に付け、日頃から、家庭

での水・食料等の備蓄や家具の転倒防止、早めの避

難等の自主防災を心掛けることが極めて重要であ

る。また、防災のための講習会や防災訓練等に積極

的に参加し、地域ぐるみ、事業所ぐるみの防災体制

を確立することが災害による被害の軽減につなが

る。 

このため、政府は、大正 12 年（1923 年）に関東

大震災が発生した９月１日を「防災の日」、毎年８

月 30日から９月５日までを「防災週間」、安政南海

地震（安政元年（1854 年））が発生した 11 月５日を

「津波防災の日」、平成７年（1995 年）に阪神・淡

路大震災が発生した１月 17 日を「防災とボラン

ティアの日」、毎年１月 15 日から 21 日までを「防

災とボランティア週間」とそれぞれ定めて、国民の

防災意識の高揚を図っている。とりわけ、「防災週

間」では、政府や地方公共団体から地域の自主防災

組織に至るまで、大小様々な規模で防災訓練等が行

われ、また「防災とボランティア週間」では、全国

各地で防災写真展や防災講習会、消火・救助等の防

災訓練等が実施されている。 

消防庁では、インターネットを活用していつでも、

誰でも、無料で防災の知識や災害時の危機管理につ

いて学習できる「防災・危機管理ｅ-カレッジ」を

消防庁ホームページにおいて運用している。この他、

SNS 等の広報媒体を通じ、防災知識の普及啓発を

行っている。 

また、消防庁では、東日本大震災の経験を踏まえ、

「災害伝承 10 年プロジェクト」を実施している。

これは、東日本大震災の被災地で活躍した市町村職

員、消防団員、女性防火クラブ員、自主防災組織の

構成員等の方々を語り部として、希望する全国の市

町村に派遣し、講演等を行う事業である。市町村の

災害対応力の強化や地域住民の防災意識の向上を

目的として、平成 25 年から毎年行っている。 

さらに、地方公共団体においては、各種啓発行事

の実施、自主防災組織の育成等を通じて、住民、事

業所等に対する防災知識の普及啓発に努めている。 

 

 

住民等の自主防災活動  

１．コミュニティにおける自主防災活動 

（１）コミュニティにおける自主防災活動の促進 

防災体制の強化を図る上で、常備消防等の防災関

係機関による体制整備が必要であることは言うま

でもないが、住民によるコミュニティでの自主的な

防災活動を促進し、地域ぐるみの防災体制を確立す

ることも重要である。 

特に、大規模災害時には、道路、橋りょう等は損

壊し、電話、電気、ガス、水道等のライフラインが

寸断され、常備消防をはじめとする防災関係機関等
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の災害対応に支障を来すことが考えられる。また、

広域的な応援態勢の確立に時間を要する場合も考

えられる。このような状況下では、地域住民一人一

人が「自分たちの地域は自分たちで守る」という固

い信念と連帯意識に基づき、組織的に、出火の防止

や初期消火、情報の収集・伝達、避難誘導、被災者

の救出・救護、応急手当、給食・給水等の自主的な

防災活動を行うことが必要である。 

阪神・淡路大震災においては、地域住民が協力し

合って、初期消火により延焼を防止した事例や、救

助活動により人命を救った事例等が数多くみられ

た（第 4-1 図）。また、東日本大震災においても、

地域における自主的な防災活動の重要性が改めて

認識され、自主防災組織の結成の促進やその活動の

活性化に向けた取組が各地で行われている。自主防

災組織が、地域住民の中心となってハザードマップ

の作成や避難訓練を実施するなど、日頃から地域防

災力の向上に努めていた結果、平成 29 年７月九州

北部豪雨や平成 30 年７月豪雨では、地域住民の避

難が適切に行われ、被害の軽減につながった事例も

ある。 

自主防災活動が効果的かつ組織的に行われるた

めには、地域ごとに自主防災組織を整備し、平常時

から、災害時の情報の収集伝達体制・警戒避難体制

の確立、防災用資機材の備蓄等を進めるとともに、

大規模な災害を想定した防災訓練を積み重ねてい

くことが必要である。全国における自主防災組織に

よる活動カバー率（全世帯数のうち、自主防災組織

の活動範囲に含まれている地域の世帯数の割合）は

増加傾向にある（第 4-2 図）。 

また、地域の防火防災意識の高揚を図る上で、自

主防災組織の育成とともに、女性防火クラブ、少年

消防クラブ、幼年消防クラブ等の育成強化を図るこ

とも重要である。さらに、消防団等の防災関係機関

をはじめ、自主防災組織、女性防火クラブ、事業所、

各種団体等、地域防災の担い手が相互に連携するこ

とが、地域防災力の向上につながる。 

第 4-1 図 生き埋めや閉じ込められた際の救助 

 

第 4-2 図 自主防災組織の推移 

（各年４月１日現在） 

 
（備考）「消防防災・震災対策現況調査」により作成 
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（２）自主防災組織等 

ア 地域の自主防災活動 

自主防災組織は地域住民の連帯意識に基づく自

発的な防災組織をいう。平常時には、防災訓練の実

施や防災知識の普及啓発、防災巡視、資機材等の共

同購入等を行っており、災害時には、初期消火、避

難誘導、救出・救護、情報の収集・伝達、給食・給

水、地域の災害危険箇所等の把握及び周知等を行う

こととしている。 

平成 31 年４月１日現在で、全国 1,741 市町村の

うち 1,684 市町村で 167,158 の自主防災組織が設

置され、自主防災組織による活動カバー率は

84.1％となっている（第 4-2 図、附属資料 4-1）。ま

た、自主防災組織を育成するため、平成 30 年度に

は、997 市町村において資機材の購入費及び運営費

等に対する補助が、224 市町村において資機材等の

現物支給が、それぞれ行われている。これらに要し

た経費は平成30年度で合計52億1,320万円となっ

ている。 

なお、防災訓練においては住民の事故が起こらな

いように細心の注意が払われているが、住民の事故

が起きてしまった場合には、公益財団法人日本消防

協会の防火防災訓練災害補償等共済制度等を活用

することが可能である。 

イ 女性防火クラブ 

女性防火クラブは、家庭での火災の予防に関する

知識の修得、地域全体の防火防災意識の高揚等を目

的とした組織をいう。その数は平成 31 年４月１日

現在で 8,035 団体であり、約 120 万人のクラブ員が

活動している。 

日頃から、各家庭の防火診断、初期消火訓練、防

火防災意識の啓発等、地域の実情や特性に応じた活

動を行うことにより、安心・安全な地域社会を構築

するとともに、災害時に同クラブ員が協力して活動

できる体制を整えている。 

また、女性防火クラブの相互交流や活動に関する

情報交換、研修等を通じて同クラブの充実強化につ

なげるため、平成 31 年４月１日現在で 43 道府県に

おいて、道府県単位の連絡協議会が設置されている。 

東日本大震災においても、避難所での炊き出し支

援や、被災地への義援金・支援物資の提供等の活動

が行われた。また、平成 28 年熊本地震においても

避難所での炊き出し等の支援が行われた。 

ウ 少年消防クラブ 

少年消防クラブは、10歳以上 18 歳以下の少年少

女が防火及び防災について学習するための組織で

あり、その数は、令和元年５月１日現在で 4,442 団

体であり、クラブ員の数は約 41万人となっている。

同クラブでは、火災予防の普及徹底を目的とした学

習・ポスター作成・研究発表、校内点検、火災予防

運動等の活動のほか、消火訓練、避難訓練、救急訓

練などの実践的な取組や防災タウンウォッチング、

防災マップの作成など、身近な防災の視点を取り入

れた活動が多く行われており、将来の地域防災の担

い手となることが期待されている。 

消防庁では、消防の実践的な活動を取り入れた訓

練等を通じて他地域の少年消防クラブ員との親交

を深めるとともに、消防団等から被災経験、災害教

訓、災害への備え等について学ぶ「少年消防クラブ

交流会」を平成 24 年度から開催している。令和元

年度は、全国から53クラブ364名（指導者を含む。）

が参加し、徳島県で同交流会を実施した。 

エ 幼年消防クラブ 

幼年消防クラブは、幼年期に、正しい火の取扱い

について学び、消防の仕事を理解することにより、

火遊び等による火災発生の減少を図ろうとするた

めの団体である。近い将来、少年・少女を中心とし

た防災活動に参加できる素地をつくるため、９歳以

下の児童（主に幼稚園、保育園の園児等）を対象と

して編成され、消防機関等の指導の下に同クラブの

育成が進められている。 

なお、その数は、令和元年５月１日現在で 13,685

団体であり、クラブ員の数は約 115 万人となってい

る。 

オ 事業所等による地域の防災活動 

事業所では自らの施設における災害を予防する

ための自主防災体制が整えられているが、事業所が

自主防災組織と協定を結び、地域の防災力を高めて

いる例がある。例えば、病院が自主防災組織との間

で平常時に協定を結び、災害時に円滑な救援活動が

できるような体制を整えている。例えば、阪神・淡

路大震災では、事業所が地域の消火活動に出動し、

住民と協力して火災の拡大を食い止めたほか、事業

所の体育館が避難所として提供された。 

このほか、認定特定非営利活動法人日本防災士機
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構が認証する防災士も、自主防災組織に積極的に参

画し、防災知識の普及等の防災活動を行うなど、地

域防災力の向上に努めている。 

 

 

 

１．防災基盤等の整備 

（１）公共施設等の耐震化 

消防庁では、地震等の大規模な災害が発生した場

合においても、災害対策の拠点となる施設等の安全

性を確保し、もって被害の軽減及び住民の安全を確

保できるよう防災機能の向上を図るため、「災害に

強い安全なまちづくり」の一環として、公共施設等

耐震化事業により、 

〔１〕避難場所・避難所となる公共・公用施設（学

校や体育館など） 

〔２〕災害対策の拠点となる公共・公用施設（都道

府県、市町村の庁舎や消防署など） 

〔３〕不特定多数の住民が利用する公共施設（文

化・スポーツ施設、道路橋りょう、交通安全

施設など） 

〔４〕社会福祉事業の用に供する公共施設 

等の耐震化を推進している（第 4-3 図）。 

消防庁では、地方公共団体が公共施設の耐震化を進

める上での参考として「防災拠点となる公共施設の耐

震化促進資料（耐震化促進ナビ）」を作成し、全ての地

方公共団体へ配付するとともに、消防庁ホームページ

（参照URL：https://www.fdma.go.jp/neuter/topics/ 

taishin/index-j.html）において公表している。 

さらに、初動対応の要となる都道府県、市町村の

庁舎等の耐震率の向上や、家具転倒防止等の自主防

災の推進などに取り組んでいる。 

第 4-3 図 防災拠点となる公共施設等の耐震化の状況 

（平成 30 年度末） 

 

（２）防災施設等の整備 

災害に強い地域づくりを推進するためには、消防

防災の対応力の向上に資する施設等の整備が必要

であり、消防庁では、消防防災施設整備費補助金や

緊急防災・減災事業債等により、防災施設等の整備

を促進している。 

地震や豪雨による災害では、市町村の災害対策本

部機能の喪失又は著しい低下等が見られたことか

ら、消防庁では、非常用電源の整備、多様な手段に

よる速やかな被害情報収集手段の確保を地方公共

団体に要請している。 

（３）防災拠点の整備 

大規模災害対策の充実を図る上で、住民の避難場

所・避難所又は防災活動の拠点を確保することは非

常に重要であり、想定される災害応急活動の内容等

に応じた機能を複合的に有する「防災拠点」として

整備していくことが必要である。 

このため、平常時には防災に関する研修・訓練の

場等となり、災害時には、防災活動のベースキャン

プや住民の避難場所・避難所となる防災拠点の整備

が必要である。消防庁では、消防防災施設整備費補

助金や緊急防災・減災事業債等により地方公共団体

における防災拠点の整備を促進している。 
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29,837

(15.9％)
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〈建築年次〉
昭和56年以前建築の棟数 昭和57年以降建築の棟数

耐震診断実施

耐震性有 改修済 改修未定

昭和57年以降建築 耐震性有 改修済 改修未定

94.2％

耐震診断未実施

〈耐震診断実施結果と耐震改修の現状 （耐震診断実施）〉

〈耐震率〉

（平成30年度末）

(187,492棟)

(86,066棟)

(79,733棟)

(187,492棟)

〈耐震診断実施率（昭和56年以前建築)〉


